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政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要

国土交通省

・単位未満切り捨てのため、合計額が一致しないことがあります。

・単位未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合は「-」で表示しています。



国土交通省の任務と組織等の概要

国土交通省の任務 （国土交通省設置法第３条）

国土の総合的かつ体系的な利用、開発及び保全、そのための社会資本の整合

的な整備、交通政策の推進、観光立国の実現に向けた施策の推進、気象業務の

健全な発達並びに海上の安全及び治安の確保を図ること。

組織等 年度末定員・・・　58,833人

本省内部部局 施設等機関
大 臣 官 房 国土交通政策研究所

総 合 政 策 局

国 土 政 策 局
国 土 交 通 大 学 校

土 地 ・ 建 設 産 業 局
航 空 保 安 大 学 校

都 市 局
特別の機関

水 管 理 ・ 国 土 保 全 局 国 土 地 理 院

道 路 局 小 笠 原 総 合 事 務 所

住 宅 局 海 難 審 判 所

鉄 道 局 地方支分部局
地 方 整 備 局

自 動 車 局
北 海 道 開 発 局

海 事 局
地 方 運 輸 局

港 湾 局
地 方 航 空 局

航 空 局
航 空 交 通 管 制 部

北 海 道 局
外局

政 策 統 括 官 観 光 庁

国 際 統 括 官 気 象 庁

審議会等 運 輸 安 全 委 員 会
審 議 会 等

海 上 保 安 庁

国 土 技 術 政 策
総 合 研 究 所
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政策目標及び施策目標

政策評価の詳細については、こちらのリンク先を参照してください。
http://www.mlit.go.jp/common/001109261.pdf

～政策評価について～

○政策目標
○施策目標

○　暮 ら し ・ 環 境
１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進

1　居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る
2　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する

２　良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現
3　総合的なバリアフリー化を推進する
4　海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・再生・形成、海洋廃棄物処理、海洋汚染防止を推進する
5　快適な道路環境等を創造する
6　水資源の確保、水源地域活性化等を推進する
7　良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する
8　良好な水環境・水辺空間の形成・水と緑のネットワークの形成、適正な汚水処理の確保、下水道資源の循環を推進する

３　地球環境の保全
9　地球温暖化防止等の環境の保全を行う

○　安　　　　全
４　水害等災害による被害の軽減

10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する
11　住宅・市街地の防災性を向上する
12　水害・土砂災害の防止・減災を推進する
13　津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する

５　安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
14　公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ防止を推進する
15　道路交通の安全性を確保・向上する
16　自動車事故の被害者の救済を図る
17　自動車の安全性を高める
18　船舶交通の安全と海上の治安を確保する

○　活　　　　力
６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

19　海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの復興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する
20　観光立国を推進する
21　景観に優れた国土・観光地づくりを推進する
22　国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する
23　整備新幹線の整備を推進する
24　航空交通ネットワークを強化する

７　都市再生・地域再生の推進
25　都市再生・地域再生を推進する

８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上
26　鉄道網を充実・活性化させる
27　地域公共交通の維持・活性化を推進する
28　都市・地域における総合交通戦略を推進する
29　道路交通の円滑化を推進する

９　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護
30　社会資本整備・管理等を効果的に推進する
31　不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する
32　建設市場の整備を推進する
33　市場・産業関係の統計調査の整備・活用を図る
34　地籍の整備等の国土調査を推進する
35　自動車運送業の市場環境整備を推進する
36　海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る

○　横断的な政策課題
１０　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備

37　総合的な国土形成を推進する
38　国土の位置・形状を定めるための調査及び地理空間情報の整備・活用を推進する
39　離島等の振興を図る
40　北海道総合開発を推進する

１１　ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進
41　技術研究開発を推進する
42　情報化を推進する

１２　国際協力、連携等の推進
43　国際協力、連携等を推進する

１３　官庁施設の利便性、安全性等の向上
44　環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保全を推進する
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　１.　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の推進（政策にかかったコスト　６６８億円）

　（概要）
　・高齢者、子どもを育成する家庭等を含む全ての世帯において、居住の安定が確保されるとともに、暮らし
   やすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る。
  ・住宅ストックの質の向上を図る取組や、市場における適正な取引の実現に資する施策等を通じ、適切に
   維持管理された住宅ストックが円滑に流通する市場環境を整備する。これにより、 良質な住宅ストックが
   将来世代へ承継されるとともに、国民が求める住宅を無理のない負担で安心して選択できる市場の実現
　 を目指す。

　（成果事例）
  ・住宅ローン減税等の税制の特例措置により優良な持家の取得を促進した。
  ・住宅金融支援機構のフラット３５Ｓにより、耐久性・可変性等の性能に優れた住宅の取得を金利の引下げ
   で支援した。

　２.　良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現（政策にかかったコスト　５１２億円）

　（概要）
  ・海洋汚染防止対策や干潟の再生等を実施することにより、良好な海洋・海岸・沿岸域環境や港湾空間の
   保全・再生・形成を図る。

　（成果事例）
  ・港湾整備により発生する浚渫土砂や内陸部での最終処分場の確保が困難な廃棄物等を受け入れるため、
   海面処分場の計画的な整備を実施した。

　３.　地球環境の保全（政策にかかったコスト　９７８億円）

　（概要）
  ・地球温暖化対策をはじめとする環境政策・省エネルギー政策を推進することで、国土交通分野における
   環境負荷の低減を図る。

　（成果事例）
  ・住宅・建築物の省エネルギー化を推進するため、省エネルギー等に係る先導的な技術を導入する住宅・
   建築物プロジェクト、既存建築物の省エネ改修、エコ住宅の新築や住宅のエコリフォーム等の取組に
　 対して支援した。

　４.　水害等災害による被害の軽減(政策にかかったコスト　２，４８６億円)

　（概要）
  ・防災性の高い施設及び環境を整備することにより、住宅・市街地における安全・安心度を高める。
  ・洪水・土石流等による国民の生命・財産に係る被害の防止・軽減を図るため、河川事業や砂防事業等の
   ハード整備を実施するとともに、ハザードマップの周知などのソフト対策を一体として実施することにより水
   害・土砂災害の防止・減災を推進する。

　（成果事例）
  ・都市における防災機能を強化し、安全で安心できる都市づくりを推進するため、帰宅困難者対策のため
   の既存公園の防災機能強化や、震災時の避難地や防災拠点となる都市公園等の整備を行った。
  ・水害・土砂災害への対応として、河川改修や砂防堰堤の整備などのハード対策に加え、ハザードマップを
   活用した防災訓練などのソフト対策を実施した。

～各政策における事業概要～
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　５.　安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保(政策にかかったコスト　３，６０７億円)

　（概要）
  ・車両安全対策を実施し自動車の安全性を向上させることにより、平成３０年を目処に交通事故死者数を
   ２，５００人以下に減少させる。
  ・すべての人が安心して海を利用し様々な恩恵を享受できるよう船舶交通の安全と海上の治安を確保する。

　（成果事例）
  ・平成２７年度においても、衝突被害軽減ブレーキ等の補助制度を継続して実施するとともに、衝突被害軽
   減ブレーキを装着した大型貨物車（８トン超）に対する税制特例について、平成２８年度税制改正により特例
   の延長を行った。
  ・海難救助、海上災害への迅速な対応等のため、速力、捜索監視能力等の向上を図った巡視船艇・航空機
   の整備等を行った。

　６.　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化（政策にかかったコスト　２，６３６億円）

　（概要）
  ・震災からの復興、国民経済の発展、国際相互理解の増進、国民生活の安定向上等の意義を有する観光
   立国の実現を図る。
  ・国際競争力・地域の自立等を強化するため、国際物流に対応した基幹ネットワークや日常の暮らしを支え
　 る生活幹線道路ネットワークを構築する。
  ・我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線について、着実に整備を進める。

　（成果事例）
  ・観光 ・ ビザ要件の緩和、免税店拡大、航空路線の新規就航等の機会を捉えたプロモーションや、大幅な
   成長が期待できる市場におけるプロモーションを実施した。
　・迅速かつ円滑な物流の実現などのため、三大都市圏環状道路等を中心とする根幹的な道路網を重点的
　 に整備した。
  ・平成２８年３月２６日の北海道新幹線（新青森-新函館北斗）の開業により、地域間の交流が促進され、地
    域経済・地域社会の活性化に大きな効果が見込まれる。

　７.　都市再生・地域再生の推進（政策にかかったコスト　１７０億円）

　（概要）
  ・都市・地域の魅力ある将来像を実現するため、都市の競争力・成長力を高めるとともに、地域の活性化を
   図るなど、都市再生・地域再生を推進する。

　（成果事例）
   ・都市再生の喫緊の課題である大規模工場跡地の基盤整備や中心市街地等の基盤整備による街区再編

   等を通じて、民間事業者等の都市再生への投資を誘導した。

　８.　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上（政策にかかったコスト　１，０９９億円）

　（概要）
  ・地域の経済活動、住民の日常生活や社会生活を支える基盤として必要不可欠な地域公共交通について
   支援を行うところにより維持・活性化を推進する。
  ・集約型都市構造を目指す都市において、自動車に過度に依存することなく移動できる環境を創出するた
   め、都市交通施策や土地利用誘導等のまちづくりにより基幹的な公共交通の駅、停留所等から一定の圏
   域内に居住している人口を増加させる。

　（成果事例）
  ・離島航路の維持・改善を図り、民生の安定及び向上に資するため、平成27年度においては、離島航路
   事業者に対して離島航路補助（運営費等補助）等の支援を行った。
  ・自由通路・駅前広場等の交通結節点の整備や駅施設・駅前広場のバリアフリー化により公共交通の利便
   性向上を図り、都市内の公共交通機関に対する支援等を実施することで、都市交通の円滑化を推進する
   など、都市・地域総合交通戦略の推進について支援した。
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　９.　市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護（政策にかかったコスト　３６０億円）

　（概要）
　・建設企業が置かれた厳しい状況を踏まえ、建設企業の健全な経営環境の整備や技能労働者の確保・育
   成を図るとともに、我が国建設業の海外展開を推進する。
  ・地籍の整備等の国土調査を推進し、地籍の明確化を図ること等により、土地に関する最も基礎的な情報
   を整備する。

　（成果事例）
  ・建設業での社会保険等への加入徹底を図るため、社会保険等の加入状況の調査等を実施した。また、カ
   ンボジア（平成２７年６月及び１１月）等において、我が国の建設業に関連する制度に係るセミナー等を実
   施した。
  ・南海トラフ地震などの大規模災害への備え、インフラ整備の円滑化、民間都市開発の推進等を図ることを
   目的として市区町村が実施する地籍調査へ支援を行い、約８００の市区町村において、正確な境界、面積
   等の土地に関する基礎的情報の整備等を推進した。

　１０.　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（政策にかかったコスト ２兆６，８０７億円）
　（概要）
  ・我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、自然環境の保全等に
   重要な役割を担っている離島等について、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差の是正を図ると
   ともに、離島等の地理的及び自然的特性を生かした創意工夫ある自立的発展を図ることで、居住する者
   のない離島の増加及び離島における人口の著しい減少の防止並びに離島における定住の促進を図る。
  ・国土の管理、災害・危機管理対応等や、国民生活の利便性の向上、地域及び産業の活性化に資するた
   め、地理空間情報を整備・更新するとともに、その高度な活用を推進する。

　（成果事例）
  ・平成２７年度においては、小笠原諸島の特性を最大限に生かした産業振興（農業・漁業・観光業）、
   自然環境の保全、その他生活環境施策等を含めた地域の主体的な取組を支援した。特に、交通アクセス
　 改善のため、本土と小笠原を結ぶ唯一の定期交通手段である「おがさわら丸」の代替船の整備支援及び
　 代替船に対応した港湾整備等を実施した。
  ・平成２７年度においては、引き続き国土の位置・形状を定めるため、沖ノ鳥島や南鳥島などを含めた全国
   の電子基準点の運用管理を行い、国土管理としての位置情報を把握するなど、地理空間情報の整備・活
   用を推進し、国土に関する情報を整備した。

　１１.　ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の促進（政策にかかったコスト　２９１億円）

　（概要）
  ・国土交通省及び交通分野における国民生活・社会経済活動に重大な影響を及ぼすIT障害の発生を防ぐ
   ことにより国民生活・社会経済活動の安全を保つ。

　（成果事例）
  ・内閣官房、関係部局、事業者等と連携して、重要インフラにおけるＩＴ障害時を想定した机上訓練を実施し、
   安全基準等に基づく対処要領や関係者間の連絡・調整要領について、関係者の習熟を図るとともに、各プ
   レイヤーの行動の適・不適を事後的に評価の上、成果報告書を取りまとめた。

　１２.　国際協力、連携等の推進（政策にかかったコスト　１３億円）

　（概要）
  ・インフラシステムの海外展開という観点から、関係機関と連携して、案件発掘・形成調査やトップセールス
   等の多面的な戦略的施策を推進する。
  ・良好な国際関係を構築するため、相手国・国際機関との多国間・二国間会議等を継続的に実施するとと
   もに、開発途上国の自立的発展を促進するため、研修員受け入れ、専門家派遣、各種調査等の国際協
   力・支援を推進する。

　（成果事例）
  ・国際協力・連携の実施にあたり、日ＡＳＥＡＮ交通大臣会合（平成２７年１１月、マレーシア）等の多国間
   会議、日インドネシア交通次官級会合（平成２７年１２月、名古屋）や日韓運輸ハイレベル協議（平成２８年
   ３月、松山）等の二国間の会議を積極的に開催した。
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　１３.　官庁施設の利便性、安全性等の向上（政策にかかったコスト　１５１億円）

　（概要）
  ・行政等のサービス提供の場として、国民の生活や経済社会活動を支えている官庁施設について、環境等
   に配慮した便利で安全なものとなるよう、効率的に整備・保全を推進する。

　（成果事例）
  ・平成２７年度予算において、建築基準法に基づく耐震性能を満たしていない官庁施設及び災害応急対策
   活動の拠点としての所要の耐震性能を満たしていない官庁施設について、耐震化を推進した。

　※上記各政策にかかったコストの金額は、国土交通省省庁別財務書類の業務費用計算書の費用を政策
　　 毎に配分した額を計上しております。
　　 なお、本年度に行った配分方法の見直しの影響により、前年度の金額と比較して大きく増減しているもの
　　 があります。
　※概要及び成果事例については、代表例を記載しております。

6



　　　※各政策ごとの金額については、本年度に行った配分方法の見直しの影響により、前年度と比較して大きく増減しているものがあります。

凡例
政策①少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進
政策②良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現
政策③地球環境の保全
政策④水害等災害による被害の軽減
政策⑤安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
政策⑥国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
政策⑦都市再生・地域再生の推進
政策⑧都市・地域交通等の快適性、利便性の向上
政策⑨市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護
政策⑩国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備
政策⑪ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進
政策⑫国際協力、連携等の推進
政策⑬官庁施設の利便性、安全性等の向上

政策①, 
1,467 

政策②, 
327 

政策③, 
131 

政策④, 
2,149 

政策⑤, 
2,781 
政策⑥, 

2,513 
政策⑦, 

143 
政策⑧, 

1,306 
政策⑨, 

484 

政策⑩, 
30,302 

政策⑪, 
726 

政策⑫, 
10 

政策⑬, 
30 

官房経費等, 
42,978 

政策①, 
668 

政策②, 
512 

政策③, 
978 

政策④, 
2,486 

政策⑤, 
3,607 政策⑥, 

2,636 

政策⑦, 
170 

政策⑧, 
1,099 

政策⑨, 
360 

政策⑩, 
26,807 

政策⑪, 
291 政策⑫, 

13 

政策⑬, 
151 

官房経費

等, 43,280 

政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成21年度より各省庁において作

成・公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態別に

表示されている費用を、各省庁の政策評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として作成し

ています。

さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく、政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務・事業を行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却

費についても基となる資産があることから、政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表

示しています。ストック情報についてはP１１を参照してください。

業務費用計算書については、P１６も参照してください。

～政策別コストの前年度比較～

85,354億円 83,066億円
▲2,288億円

【平成26年度】 【平成27年度】

政策別コスト情報とは

（単位：億円）
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【27年度政策別コスト情報　経費別内訳】

【27年度政策別コスト情報　会計別内訳】
（単位：億円）　

（単位：億円）　

政策別コストの経費別内訳概要

主な特色として、全体経費のうち、「補助金等」の割合が43％※と大きく、地方公共団体等が行う社会

資本整備を総合的・一体的に支援する「社会資本整備総合交付金」等を計上している「10.国土の総合的

な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備」が主な政策となっています。そのほか、公共用財産

（海岸、治水、道路、港湾）等の「減価償却費」が42％※を占めています。
※パーセント表示は小数点以下切り捨てています。

人件費
退職給付
引当金等
繰入額

空港等
整備費

等

補助金
等

委託費
等

独立行政
法人運営
費交付金

他会計
への繰

入
庁費等

減価償
却費

支払利
息

資産処
分損益

その他
の業務
費用

1．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 668 5 1 - 656 0 - - 5 - - - 0

2．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 512 56 12 - 217 5 - - 212 - - - 8

3．地球環境の保全 978 7 1 - 966 0 - - 2 - - - 0

4．水害等災害による被害の軽減 2,486 372 83 - 1,786 9 - - 206 - - - 28

5．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 3,607 1,347 292 27 245 14 108 0 1,437 - - - 134

6．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 2,636 322 71 467 1,493 1 107 0 73 - 66 - 33

7．都市再生・地域再生の推進 170 8 1 - 150 1 - - 8 - - - 0

8．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 1,099 85 18 - 968 0 1 - 13 - - - 11

9．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 360 41 8 - 149 5 75 - 75 - - - 4

10．国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 26,807 240 50 - 26,419 0 - - 83 - - - 11

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 291 39 8 - 24 2 165 - 51 - - - 1

12．国際協力、連携等の推進 13 2 0 - - 7 - - 2 - - - 1

13．官庁施設の利便性、安全性等の向上 151 21 4 - - - - - 124 - - - 1

官房経費等 43,280 622 130 4 3,285 2 - 48 627 35,144 17 3,307 89

コスト計 83,066 3,172 684 499 36,363 51 457 49 2,923 35,144 84 3,307 328

※減価償却費は、各事業、政策単位で把握することが困難なため、「官房経費等」に 一括計上しています。

合計

経費

区分

自動車
安全

東日本大
震災復興

1．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 666 - 1 - 668

2．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 502 7 1 - 512

3．地球環境の保全 978 - - - 978

4．水害等災害による被害の軽減 2,485 - 1 ▲ 0 2,486

5．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 2,051 1,555 1 ▲ 0 3,607

6．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 2,478 587 49 ▲ 477 2,636

7．都市再生・地域再生の推進 170 - - - 170

8．都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 1,026 52 19 - 1,099

9．市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 356 - 4 - 360

10．国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 22,556 - 4,250 ▲ 0 26,807

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 291 - - ▲ 0 291

12．国際協力、連携等の推進 13 - - - 13

13．官庁施設の利便性、安全性等の向上 151 - - - 151

官房経費等 39,909 1,313 2,061 ▲ 3 43,280

コスト計 73,639 3,516 6,390 ▲ 481 83,066

一般会計区分 政策別計相殺消去

特別会計
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～政策別コストの経費別 前年度比較～

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

人件費 退職給付引当金等繰入額 空港等整備費等
補助金等 委託費 独立行政法人運営費交付金
他会計への繰入 庁費等 減価償却費
支払利息 資産処分損益 その他の業務費用

（単位：億円）

本年度は発生主義による調整額、ストック関連経費の調整額の算出方法と政策ごとの配分方法を変更いたしま

した。この影響で政策によっては計数が大きく異動している場合もあります。

前年度に比べ増加額が最も大きいのは、政策③「地球環境の保全」です。環境対応住宅普及促進対策費補助金

の支出額の増加等によりコストも増加しています。

前年度に比べ減少額が最も大きいのは、政策⑩「国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整

備」です。社会資本整備総合交付金の支出額の減少等によりコストも減少しています。

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

27年度

26年度

政策④

政策⑦

政策⑨

政策①

政策②

政策③

政策⑤

政策⑥

政策⑧

政策別コスト(26'-27'） （単位：億円）

区分 26年度 27年度
対前年度
（増▲減）

政策①少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 1,467 668 ▲ 798

政策②良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 327 512 185

政策③地球環境の保全 131 978 847

政策④水害等災害による被害の軽減 2,149 2,486 337

政策⑤安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 2,781 3,607 825

政策⑥国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 2,513 2,636 123

政策⑦都市再生・地域再生の推進 143 170 27

政策⑧都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 1,306 1,099 ▲ 207

政策⑨市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 484 360 ▲ 124

政策⑩国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 30,302 26,807 ▲ 3,494

政策⑪ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 726 291 ▲ 435

政策⑫国際協力、連携等の推進 10 13 2

政策⑬官庁施設の利便性、安全性等の向上 30 151 120

官房経費等 42,978 43,280 302

コスト計 85,354 83,066 ▲ 2,288

政　策　①

政　策　②

政　策　③

政　策　④

政　策　⑤

政　策　⑥

政　策　⑦

政　策　⑧

政　策　⑨

政　策　⑩

政　策　⑪

政　策　⑫

政　策　⑬

官房経費等

27年度
26年度
27年度
26年度
27年度
26年度

政策⑪

政策⑫

政策⑬
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40,178
42,546

48,968

42,978 43,280

919
852

841

726 291

25,166

33,614
24,448

30,302
26,807

1,107

919
1,536 1,306

1,099
3,195

2,758
2,790 2,513

2,6363,778

3,327
3,416

2,781

3,6072,808

2,616
2,876

2,149

2,486
3,215

229
1,939

1,467
668
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50,000
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80,000

90,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

1．少子・高齢化等に対応した住生

活の安定の確保及び向上の促進

2．良好な生活環境、自然環境の形

成、バリアフリー社会の実現

3．地球環境の保全

4．水害等災害による被害の軽減

5．安全で安心できる交通の確保、

治安・生活安全の確保

6．国際競争力、観光交流、広域・地

域間連携等の確保・強化

7．都市再生・地域再生の推進

8．都市・地域交通等の快適性、利

便性の向上

9．市場環境の整備、産業の生産性

向上、消費者利益の保護

10．国土の総合的な利用、整備及び

保全、国土に関する情報の整備

11．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発

の推進

12．国際協力、連携等の推進

13．官庁施設の利便性、安全性等

の向上

官房経費等

8兆3,006億円合計： 8兆8,581億円

（単位：億円）

～政策別コストの経費別推移～

平成23年度からの5カ年の経費別推移で増減額が最も大きいのは、「10. 国土の総合的な利用、整備及び保全、

国土に関する情報の整備」です。平成23、24年度は、東日本大震災に係る復興費用の増加により、増加傾向となっ

ていましたが、平成25年度は、東日本大震災に係る復興費用の減少等により減少しました。平成26年度は防災・安

全社会資本整備交付金の増加等により、政策10の経費は増加となっていましたが、平成27年度は社会資本整備総

合交付金や防災・安全社会資本整備交付金の支出額の減少等により、政策10の経費は減少となっています。

8兆5,354億円8兆8,103億円

※グラフ内計数は5カ年すべてで

コスト200億円以上の政策のみ記載

8兆3,279億円
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～ストック情報の前年度比較～

○平成27年度末における、「資産合計」は、159.1兆円（前年度末比+1.1兆円）

ここでは、資産ごとの前年度比較をグラフに表しています。詳細については、P１４省庁別財

務書類ストックの状況（貸借対照表）で説明しています。

-21 -53 
115,557 121,291 

3,425 3,486 

1,411,418 1,417,603 

32,078 32,138 

12,500 
11,687 

724 
672 

514 
627 

3,737 3,787 

-200,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

27年度末 28年度末

現金・預金

たな卸資産

未収金等

貸付金

国有財産（公

共用財産を除

く）

公共用財産

物品

出資金

その他の資産

（単位：億円）

合計：157兆1,790億円 合計：157兆9,935億円
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、国土交通省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考と

して、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」のほ

か、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連結

した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

（単位：十億円）
前年度 2７年度 前年度 2７年度

（平成27年3月31日）（平成28年3月31日） （平成27年3月31日）（平成28年3月31日）

<資産の部> <負債の部>
現金・預金 373 378 未払金等 83 74
たな卸資産 51 62 賞与引当金 40 41
未収金等 72 67 借入金 716 657
貸付金 1,250 1,168 退職給付引当金 714 702
貸倒引当金 ▲ 39 ▲ 40 他会計繰戻未済金 18 15
有形固定資産 144,692 145,322 その他の負債 71 62
　国有財産（公共用財産除く） 3,207 3,213
　公共用財産 141,141 141,760
　（うち公共用財産用地） 38,779 39,041
　（うち公共用財産施設） 102,015 102,392
　物品 342 348 負債合計 1,645 1,554
出資金 11,555 12,129 <資産・負債差額の部>
その他の資産 37 38 資産・負債差額 156,348 157,569
資産合計 157,993 159,124 負債及び資産・負債差額合計 157,993 159,124

貸借対照表（平成27年度末）

（単位：十億円）

前年度 27年度
（自 平成26年4月01日） （自 平成27年4月01日）

（至 平成27年3月31日） （至 平成28年3月31日）

人件費 328 317
退職給付引当金等繰入額 30 68
空港等整備費等 39 50
補助金等 4,080 3,636
委託費等 7 5
独立行政法人運営費交付金 41 46
他会計への繰入 6 5
庁費等 159 292
減価償却費 3,434 3,514
支払利息 10 8
資産処分損益 372 331
その他の業務費用 29 33
本年度業務費用合計 8,535 8,307

業務費用計算書（平成27年度）
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～省庁別財務書類(国土交通省)の概要～

～貸借対照表のポイント～

（資産）

○貸付金には、地方道路公社及び地方公共団体等に対する貸付金を計上しています。

○国有財産（公共用財産を除く）には、空港に係る用地等を計上しています。

○公共用財産用地には、道路用地及び治水用地等を計上しています。

○公共用財産施設には、道路施設及び治水施設等を計上しています。

○出資金には、国有財産として管理されている政府出資等のうち、政策目的をもって保有

しているものを計上しています。

（負債）

○借入金には、財政融資資金及び地方公共団体からの借入金を計上しています。

○退職給付引当金には、退職手当及び整理資源等に係る引当金を計上しています。

○他会計繰戻未済金には、｢特別会計に関する法律｣附則第259条の5第4項の規定による一

般会計へ繰り入れることとなっている額を計上しています。

国土交通省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（自動車安全特別会計、

東日本大震災復興特別会計）を合算（会計間取引については、相殺消去）して作成してい

ます。

また、ここでは「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁

別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・

負債差額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている

「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」をご参

照ください。

～業務費用計算書のポイント～

（費用）

○人件費には、職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、退職手当、児童手当、国家公

務員共済組合負担金等を計上しています。

○補助金等には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第2条第1項で規定

する補助金等に該当するものを計上しています。

○庁費等には、物件費及び施設費に該当するもののうち、他の科目で計上されていない

ものであって資産計上されていないものを計上しています。

○減価償却費には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上しています。

※業務費用計算書には、国の業務実施に伴い発生した費用を発生主義で計上しています。
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省庁別財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（159兆1,242億円）

【現金・預金】

日本銀行預金、財政融資資金預託金

【たな卸資産】

航空保安用品、売却を前提として保有する

国有財産等

【未収金等】

債務者に対する損害賠償金債権、受託事

業費債権等

【貸付金】

地方公共団体、民間事業者等に対する貸

付金

【国有財産（公共用財産を除く）】

土地、工作物、建物等

【公共用財産】

道路施設、治水施設等

【物品】

通信機器、車両、美術品等

【出資金】

独立行政法人、特殊会社への出資金

【その他の資産】

無形固定資産、貸倒引当金等

-21 

-53 

115,557 121,291 

3,425 3,486 

1,411,418 1,417,603 

32,078 32,138 

12,500 

11,687 724 

672 514 

627 

3,737 3,787 

-200,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

27年度末 28年度末

主な増減項目について（前年度末比+1兆1,307億円）
・貸付金 1兆1,687億円 （前年度末比▲813億円）

･･･地方道路公社、(独)日本高速道路保有・債務返済機構に対する貸付金の回収に

よる減 ▲402億円 等

・未収金等 672億円 （前年度末比▲51億円）

･･･損害賠償金債権 ▲31億円 等

・公共用財産 141兆7,603億円 （前年度末比+6,185億円）

･･･道路施設、治水施設等の公共用財産施設の増 3,771億円 等

・出資金 12兆1,291億円 （前年度末比+5,733億円）

･･･(独)日本高速道路保有・債務返済機構への出資金増 +186億円 等

合計：157兆9,935億円 合計：159兆1,242億円

（単位：億円）
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負 債（1兆5,547億円）

主な増減項目について（前年度末比▲903億円）
・借入金 6,576億円 （前年度末比▲589億円）

・・・東京国際空港に係る借入金の償還による減 等

・退職給付引当金 7,027億円 （前年度末比▲120億円）

・・・退職者の増加による減 等

合計：1兆6,451億円 合計：1兆5,547億円

【未払金等】

ＰＦＩ事業、補助率差額等に係る未払金等

【賞与引当金】

6月支給の期末手当・勤勉手当に係る引当金

【借入金】

財政融資資金、地方公共団体からの借入金

【退職給付引当金】

退職手当等に係る引当金

【他会計繰戻未済金】

財務省主管一般会計への繰戻未済金

【その他の負債】

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への

未渡不動産、ファイナンス・リース取引に伴うリース債

務等
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183 156 
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（単位：億円）
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　費用（8兆3,066億円）

省庁別財務書類 フローの状況(業務費用計算書)

主な増減項目について（前年度比▲2,288億円）
・補助金等 3兆6,363億円 （前年度比▲4,435億円）

･･･地方公共団体等が行う社会資本整備を総合的・一体的に支援する｢社会資本整備総合

交付金｣ ▲1,328億円、地域の防災・減災、安全を実現する事業等を支援する「防災・安

全社会資本整備交付金」 +1,056億円 等

・減価償却費 3兆5,144円 （前年度比+807億円）

･･･公共用財産の減価償却費 +764億円、物品の減価償却費 +23億円 等

合計：8兆5,354億円 合計：8兆3,066億円

【人件費】

職員の給与等

【補助金等】

・防災･安全社会資本整備交付金 1兆1,429億円

・社会資本整備総合交付金 8,710億円

・東日本大震災復興交付金 2,683億円

・河川等災害復旧事業費補助 1,803億円

・優良住宅整備促進等事業費補助 1,028億円 等

【委託費等】

・国際民間航空機関等分担金 9億円

・世界気象機関等分担金 7億円

・経済協力調査委託費 7億円

・保障業務委託費 3億円

・自動車検査基準策定調査等委託費 2億円 等

【独立行政法人運営費交付金】

・独立行政法人国際観光振興機構（一般勘定） 107億円

・国立研究開発法人土木研究所 84億円

・独立行政法人自動車事故対策機構 66億円 等

【減価償却費】

公共用財産、国有財産、物品等の減価償却費

【その他の業務費用】

国有資産所在市町村交付金、旅費、貸倒引当金繰入額等

【退職給付引当金等繰入額】

賞与、退職手当等に係る引当金への繰入額

【空港等整備費等】

空港等整備費、保障費等、自賠責再保険等

【他会計への繰入】

・食料安定供給特別会計への繰入 47億円

・他省庁主管一般会計への繰入 1億円

【庁費等】

調査費、事務費等

【支払利息】

財政融資資金からの借入金に係る利息、PFI事業に係る利息

等

【資産処分損益】

たな卸資産、有形固定資産等の売却、除却等により生じた損

益
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（単位：億円）
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（参考）省庁別連結財務書類について

省庁別連結財務書類は、省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結

したものであり、参考情報として作成・公表しています。

(単位:十億円）

27年度

（自 平成26年4月01日） （自 平成27年4月01日）

（至 平成27年3月31日） （至 平成28年3月31日）

人件費 473 462

退職給付引当金等繰入額 58 104

売上原価 2,376 1,562

附帯・受託事業費等 35 49

補助金等 3,735 3,476

委託費等 15 8

他会計への繰入 6 4

庁費等 128 290

減価償却費 4,758 4,887

支払利息等 1,213 1,078

その他の業務費用 1,541 1,471

本年度業務費用合計 14,342 13,398

連結業務費用計算書（平成27年度末）

　　　　　　　　　　　前年度

(単位:十億円）

前年度 27年度 前年度 27年度
（平成27年3月31日）（平成28年3月31日） （平成27年3月31日） （平成28年3月31日）

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞

現金・預金 1,630 2,421 未払金等 1,589 1,622

有価証券 2,732 2,126 債券 47,850 47,097

たな卸資産 1,044 1,025 借入金 29,501 26,623

未収金等 1,395 1,416 退職給付引当金 1,318 1,268

貸付金 25,947 25,235 その他の引当金 1,225 1,081

破産更生債権等 505 446 他会計繰戻未済金 784 18

割賦債権 3,743 3,330 その他の負債 1,718 1,559

貸倒引当金 ▲ 355 ▲ 315

有形固定資産 212,492 212,974

国有財産等（公共用財産
を除く）

25,323 25,668

　　公共用財産 185,558 185,590

　　　（うち公共用財産用地） 47,943 48,213

　　　（うち公共用財産施設） 134,620 134,952

　　物品等 1,610 1,716

無形固定資産 544 558 負債合計 79,270 77,253

出資金 65 71

その他の資産 48 52 資産・負債差額 170,523 172,091

資産合計 249,794 249,345
負債及び資産・
負債差額合計

249,794 249,345

連結貸借対照表（平成27年度末）

＜ 資産・負債差額の部 ＞
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省庁別連結財務書類ストックの状況（貸借対照表）

　資産

　主な増減項目について（対前年度末比▲4,489億円）
・貸付金　  25兆2,356億円　（前年度末比：▲7,115億円）

・・・

・有価証券 2兆1,269億円　（前年度末比：▲6,056億円）

・・・

・現金・預金  2兆4,211億円　（前年度末比：＋7,909億円）

・・・

　・（独）住宅金融支援機構
238,819億円

　・国土交通省
11,687億円

　・（独）鉄道建設・運輸
 　  施設整備支援機構　

2,035億円
等

　・（独）鉄道建設・運輸
 　  施設整備支援機構　

26,225億円
　・（独）水資源機構

4,472億円
等

 ○国有財産等 256,714億円
　・（独）都市再生機構

125,136億円
　・（独）鉄道建設・運輸

 　  施設整備支援機構　
55,858億円

等
 ○公共用財産 1,855,869億円
　　・国土交通省

1,417,603億円
 　　・（独）日本高速道路

 　　 保有・債務返済機構
391,743億円

等
 ○物品等     　　　  17,165億円

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

7,330億円
　　・国土交通省

3,486億円

等

（249兆3,541億円）

～主な科目の内訳～

（独）住宅金融支援機構における、住宅等の建設に必要な資金の貸付金の回収に
よる減　等

(独)鉄道建設･運輸施設整備支援機構における、現金・預金の増　等

（独）住宅金融支援機構における、有価証券の減　等

【貸付金】

26年度末 27年度末

現金・預金 16,302 24,211

有価証券 27,326 21,269

たな卸資産 10,446 10,255

未収金等 13,959 14,163

貸付金 259,472 252,356

破産更生債権等 5,050 4,467

割賦債権 37,438 33,308

貸倒引当金 ▲ 3,555 ▲ 3,153

無形固定資産 5,447 5,585

有形固定資産 2,124,920 2,129,749

出資金 652 715

その他の資産 480 521

▲ 100,000

400,000

900,000

1,400,000

1,900,000

2,400,000

【有形固定資産】

合計：249兆7,941億円 合計：249兆3,451億円

（単位：億円）

0

【割賦債権】
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負債

　主な増減項目について（対前年度末比▲4,489億円）
・借入金 24兆789億円  （前年度末比：▲2兆5,442億円）

・・・

・債券　 47兆4,268億円　（前年度末比：＋3,293億円）

・・・

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

271,994億円
　　・（独）住宅金融支援機構

153,273億円
　　・（独）鉄道建設・運輸

 　  　施設整備支援機構　
13,429億円

等

　　・（独）都市再生機構
107,154億円

　　・（独）住宅金融支援機構
90,396億円

　　・（独）鉄道建設・運輸
 　 　 施設整備支援機構　

12,519億円
等

～主な科目の内訳～

(独)住宅金融支援機構における、財政融資資金借入金の償還による減　等

(独)住宅金融支援機構における、債券の償還による増　等

（77兆2,539億円）

26年度末 27年度末

未払金等 15,896 16,221

債券 478,509 470,975

借入金 295,011 266,232

退職給付引当金 13,188 12,682

その他の引当金 12,259 10,818

他会計繰戻未済金 7,849 183

その他の負債 17,189 15,592
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【債券】

【借入金】

合計：79兆2,705億円 合計：79兆2,539億円
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省庁別連結財務書類　フローの状況（業務費用計算書）

費用

　主な増減項目について（対前年度比▲9,441億円）
・売上原価 1兆5,628億円  （前年度比：▲8,133億円）

・・・ 首都高速道路株式会社における、売上原価の減　等

・補助金等 3兆4,763億円  （前年度比：▲2,586億円）

・・・ 国土交通省における、社会資本整備総合交付金の減　等

　　・中日本高速道路株式会社
12,120億円

　　・東日本高速道路株式会社
9,723億円

　　・西日本高速道路株式会社
7,969億円

　　・首都高速道路株式会社
2,921億円

等

　　・国土交通省
36,363億円

　　・（独）鉄道建設・運輸
 　 　 施設整備支援機構　

260億円
等

　　・国土交通省
35,144億円

 　　・（独）日本高速道路
  　　保有・債務返済機構

9,395億円
　　・（独）鉄道建設・運輸

 　 　 施設整備支援機構　
1,854億円

等

～主な科目の内訳～

（13兆3,980億円）

26年度 27年度

人件費 4,730 4,628

繰入額 588 1,043

売上原価 23,761 15,628

附帯・受託事業費等 358 499

補助金等 37,350 34,763

委託費等 151 80

他会計への繰入 61 49

庁費等 1,281 2,909

減価償却費 47,589 48,871

支払利息等 12,134 10,787

その他の業務費用 15,412 14,717
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140,000 【売上原価】

【補助金等】

【減価償却費】

合計：14兆3,421億円 合計：13兆 3,980億円

（単位：億円）

20



連結対象法人の範囲と会計処理について

   　　 ※平成26年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人 19法人
　　・国立研究開発法人土木研究所
　　・国立研究開発法人建築研究所
　　・独立行政法人交通安全環境研究所
　　・国立研究開発法人海上技術安全研究所
　　・国立研究開発法人港湾空港技術研究所
　　・国立研究開発法人電子航法研究所
　　・独立行政法人航海訓練所
　　・独立行政法人海技教育機構
　　・独立行政法人航空大学校
　　・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　　・独立行政法人国際観光振興機構
　　・独立行政法人水資源機構
　　・独立行政法人都市再生機構
　　・独立行政法人奄美群島振興開発基金
　　・独立行政法人住宅金融支援機構
　　・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
　　・独立行政法人空港周辺整備機構
　　・自動車検査独立行政法人
　　・独立行政法人自動車事故対策機構

〇特殊会社　 8法人
　　・東日本高速道路株式会社
　　・中日本高速道路株式会社
　　・西日本高速道路株式会社
　　・首都高速道路株式会社
　　・阪神高速道路株式会社
　　・本州四国連絡高速道路株式会社
　　・成田国際空港株式会社
　　・新関西国際空港株式会社 合 計 27 法人

　
　 連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象としています。
　 なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監督権限を
有し、各省庁から財政支出を受けている法人』(以下、「連結対象法人」という。)とし、監督権限の有無
及び財政支出の有無によって業務関連性を判断しています。
　 また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考えられます
が、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、連結対象法人の既存の財務諸表を利用
し、連結対象法人に固有の会計処理について、連結に際して必要な修正を行った上で連結していま
す。

○連結の際の具体的な会計処理例
　 国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了し
た後の計数をもって会計年度末の計数としていますが、連結対象法人では出納整理期間が設けられ
ていません。このため、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会
計年度末に国の会計との出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行ったうえで、連結
対象法人への出資金や運営費交付金等の相殺消去を行っています。
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